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岩手県福祉サービス第三者評価推進事業実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、「岩手県福祉サービス第三者評価推進事業実施要綱（平成 17 年 5 月

11 日制定）」に基づき、福祉サービス第三者評価機関（以下「評価機関」という。）の認

証にかかる要件（以下「認証要件」という。）、第三者評価基準、評価の方法及び評価結

果の取扱い等、岩手県福祉サービス第三者評価推進事業の実施に関し必要な事項を定め、

評価の信頼性、透明性を確保するとともに、評価事業の普及・定着に資することを目的

とする。 

 

（評価） 

第２条 この要領に基づいて認証された評価機関は、「「福祉サービス第三者評価事業に関

する指針について」の全部改正について」（平成 26 年４月１日付雇児発 0401 第 12 号、

社援発 0401 第 33 号、老発 0401 第 11 号厚生労働省社会・援護局長ほか２局長通知）に

基づく評価を行うことができるものとする。 

 

（認証要件） 

第３条 評価機関の認証要件は、次の各号のとおりとする。 

  (1)  法人格を有すること。 

 (2)  所属する評価調査者に関し、次の要件を満たすこと。 

ア  次の(ア)又は(イ)に該当する者をそれぞれ１名以上設置すること。 

 (ア) 組織運営管理業務を 3 年以上経験している者、又はこれと同等の能力を有して

いると認められる者 

   (イ) 福祉、医療、保健分野の有資格者若しくは学識経験者で、当該業務を３年以上

経験している者、又はこれと同等の能力を有していると認められる者 

イ 評価調査者の全てが、県が定める評価調査者養成研修を修了していること。 

  ウ  県が定める評価調査者継続研修の参加機会を確保すること。   

 (3) 次に掲げる規程等を整備し、公開していること。 

  ア 所属する評価調査者一覧（前号アに関する資格又は主な経歴等及び前号イに規定

する研修の修了状況を記載したもの。なお、氏名については非公開とすることもで

きる。） 

  イ 事業内容等に関する規程（第三者評価を実施するサービス種別を含む。） 

  ウ 第三者評価の手法 

  エ 守秘義務に関する内容を含む倫理規程 

  オ 評価料金表 

  カ 評価事業の実績 

 キ  評価に関する異議や苦情の申立窓口及び責任者等の対応体制 

(4)  福祉サービスを提供していないこと。 

(5)   評価機関の役員等又は評価調査者自らが関係するサービス事業者の評価を行わな



2 

いこと。 

(6)   評価機関となる法人の会員等が福祉サービス事業者の役員又は従事者である場合

は、当該サービス事業者の評価を行わないこと。 

ただし、評価結果の決定に当たって、外部の委員で構成する第三者性を有した評

価決定委員会を設置し、評価結果についてあらかじめ当該委員会の承認を得ること

が確保される場合は、この限りでない。 

(7)  評価の方法は、第１１条に規定する内容を満たすこと。 

(8)  評価結果の取扱いについては、第１２条に規定する内容を満たすこと。 

 

（認証申請の手続き） 

第４条 評価機関として認証を受けようとするものは、別途定める認証申請書に関係書類

を添付して県に申請を行うこと。 

 

（認証） 

第５条 県は、前条の申請があったときは第３条に規定する認証要件に基づく審査を行い、

その要件を満たす場合には、認証を行う。 

２ 県は、前項の審査に当たり申請を行った法人に対し、必要に応じて関係書類等の内容

について聴き取りを行い、又は関係書類以外の書類の提出を求めることができる。 

３ 県は、認証に当たり岩手県福祉サービス第三者評価機関認証委員会（以下、「認証委

員会」という。）の意見を聴かなければならない。 

 

（認証の通知） 

第６条 県は、第４条の規定に基づく申請のあった法人について、前条の規定により評価

機関として認証すること又は認証しないことを決定したときは、当該法人に対し、その

決定の内容を通知する。 

 

（認証の有効期間） 

第７条 認証の有効期間は３年間とする。 

 

（認証の更新） 

第７条の２ 第三者評価機関の認証は更新することができる。 

  この際、社会的養護関係施設第三者評価機関を除き、認証の更新を行う日の属する年

度の前年度からの直近３か年度における評価件数（社会的養護関係施設に係る評価件数

を含む。以下同じ。）が 10 件以上の場合にあっては、当該第三者評価機関に所属する評

価調査者が全国推進組織が行う更新時研修を受講するよう努めなければならないもの

とし、当該評価件数が 10 件未満の場合にあっては、当該更新を行う年度中に、当該更

新時研修を必ず受講しなければならないものとする。 

 

（変更及び廃止） 

第８条 評価機関は、認証申請時の申請内容に変更があった場合又は事業を廃止した場合
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は、県に対し、変更又は廃止の日から 30 日以内にその旨を届け出るものとする。 

 

（認証の辞退） 

第９条 認証を受けた評価機関は、認証の有効期間中であっても認証辞退申請を県に提出

し、認証を辞退することができる。 

 

（認証の取消し） 

第１０条 県は、評価機関が更新時研修を受講しなければならないにもかかわらず、当該

研修を受講していない場合にあっては、認証委員会の審議を経て、当該認証の状況その

他の事情を斟酌した上で、当該認証の継続が必要と認める場合を除き、原則として認証

を取消すものとする。 

また、次の各号のいずれかに該当することとなった場合には、その有効期間にかかわ

らず認証委員会の審議を経て、認証を取消すものとする。 

 (1) 第３条に規定する認証要件のいずれかに該当しないこととなった場合 

 (2) 原則として過去３年間、評価実績がない場合 

 (3) 第１２条及び第１４条に規定する県への報告又は県が行う調査等への協力を行わ

ない場合 

 (4) 第８条の規定に基づき提出された変更届の記載事項若しくは第１４条に規定する

報告又は調査の結果、評価機関としてふさわしくないと認められる場合 

  (5) 前条に規定する辞退申請が提出された場合 

(6) 次に掲げる不正な行為を行う等、評価機関としてふさわしくないと認められる場合 

 ア 第三者評価を行った事業者から評価料金とは別に金品を受け取ること 

 イ 守秘義務に反すること 

 ウ サービス利用者や事業者の人権を侵害すること 

 エ 法令等に違反すること 

 オ その他社会通念上不正と認められる行為をすること 

２ 県は、認証を取り消したときは、当該評価機関に対しその旨を通知する。 

 

（評価の方法） 

第１１条 評価機関が評価を実施するに当たって必要な事項は次の各号のとおりとする。 

(1) 評価調査者として第３条第２号ア(ア)及び(イ)に規定する者それぞれ１名以上の

計２名以上で行うこと。この場合において、いずれの者も、第３条第２号イに規定す

る研修を修了した者でなければならない。 

(2) 評価機関は、別記 1 に定める「岩手県福祉サービス第三者評価基準」に従い、評

価業務を実施する。ただし、当該評価基準に独自の評価基準項目を追加して評価業務

を行うことを妨げない。 

(3) 評価の方法は書面調査及び訪問調査によるものとする。 

 ア 書面調査は、事業者が行う評価基準項目に関する自己評価の結果と当該事業者の

組織及び事業の概要等を示す書類に基づき、評価基準項目ごとにサービスの実施概

況等を把握する方法により行う。 
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 イ 訪問調査は、書面調査及び第４号に規定する利用者調査の集計・分析結果を踏ま

え、現地において評価基準項目に沿って運営やサービスの実施状況を把握・検証す

る方法により行う。 

(4) 前号の調査のほか、利用者の意向を把握し第三者評価の参考に資するため、利用

者調査を実施するよう努めるものとする。 

(5) 評価結果のとりまとめは、第三者評価の公正・中立性を確保する観点から、評価調

査者の合議によって行うものとする。 

  その際、学識経験者等により構成される評価決定委員会を設置し、合議を行うこと

が望ましい。 

 

（評価結果の公表・報告） 

第１２条 評価機関は、とりまとめた評価結果を事業者に報告し、評価結果の公表につい

て当該事業者の同意を得るものとする。 

  なお、事業者から公表の同意が得られない場合は、次項の公表は行わないものとする。 

 ２ 評価機関は、評価結果を公表するときは、別記２に定める「岩手県福祉サービス第

三者評価の結果」（以下、「公表内容」という。）に基づき行うものとする。  

  この場合において、評価機関は次項の規定による報告をもって当該公表に替えるこ

とができるものとする。 

 ３ 評価機関は、公表について同意を得た評価結果について、その同意を得た日から 30

日以内に、県に対して報告するものとする。 

４ 県は、評価機関から前項の規定による報告を受けたときは、これを公表するものと

する。 

 

（受審証の交付） 

第１３条 県は、第三者評価を受審した事業者に対して、別途定める第三者評価を受審し

たことを証する書面を交付する。 

    

（事業報告・調査） 

第１４条 評価機関は、毎事業年度終了後、県に対し速やかに第三者評価事業の実績等を

報告しなければならない。 

２ 評価機関は、県が実施する第三者評価事業の適正な実施を図るための調査及び指導

に協力するものとする。 

 

（社会的養護関係施設における評価の実施） 

第１４条の２ 第２条から前条までの規定にかかわらず、社会的養護関係施設（児童養 

施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設及び母子生活支援施設をい

う。以下同じ。）については、「社会的養護関係施設における第三者評価及び自己評価

の実施について」（平成 24 年 3 月 29 日付雇児発 0329 第２号、社援発 0329 第６号厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長及び厚生労働省社会・援護局長通知）の原則に基づくこ

ととし、全国推進組織である全国社会福祉協議会から認証を受けた評価機関が、全国共
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通の第三者評価基準により評価を行うことができるものとする。 

２ 前項のほか、評価の方法、評価結果の取扱い並びに評価調査者養成研修及び評価調

査者継続研修等、社会的養護関係施設における評価の実施に関し必要な事項について

は、国又は全国推進組織（全国社会福祉協議会）が定める全国共通の方法又は取扱い

等が適用されるものとする。 

 

（その他） 

第１５条 県は、この要領に定めるもののほか、事業の実施に当たり必要な事項は、取扱

規程に定める。 

 

附 則 

 この要領は、平成 17 年 10 月 6 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 18 年 9 月 14 日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 19 年 7 月 18 日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 21 年３月 27 日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 22 年６月１日から施行する。ただし、別記１及び別記２の改正部分は、

平成 23 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 24 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 24 年７月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 28 年３月９日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 29 年８月３日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年８月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年 11 月 24 日から施行する。 
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（別記１） 
岩手県福祉サービス第三者評価基準 

 
岩手県福祉サービス第三者評価の評価基準は、「1 各サービス種別共通の評価基準」の福祉サービス評価基準に

規定する評価基準とし、評価にあたっては、「評価基準の解説」に基づき実施すること。 

また、障害者・児福祉サービス事業所等、保育所、婦人保護施設、児童館、自立援助ホーム、ファミリーホー

ム、高齢者福祉サービス事業所等、救護施設及び放課後児童健全育成事業にあっては、「1 各サービス種別共通の

評価基準」に加えて「2 サービス種別毎の付加基準」の福祉サービス評価基準に規定する評価基準も併せて実施

し、評価にあたっては、「評価基準の解説」に基づき実施すること。 

 
１ 各サービス種別共通の評価基準 

福祉サービス評価基準 評価基準の解説 
福祉サービス第三者評価基準ガイドライン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【障害者・児福祉サービス事業所等】 
第三者評価共通評価基準ガイドライン

（障害者・児福祉サービス解説版） 
 
 
 
「障害福祉サービス事業所等における第三者

評価の実施について」の一部改正について（令

和2年3月31日付厚生労働省関係局長・部長

通知）の別添1－1 

 

  

 
 
 
【保育所】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【各サービス共通】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【障害者・児福祉サービス事業所等】 

◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（障害者・児福祉サ

ービス解説版） 
 
「障害福祉サービス事業所等における第三者評価の実施について」の

一部改正について（令和2年3月31日付厚生労働省関係局長・部長

通知）の別添1－2 

 
  

 

 
 
 
【保育所】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価

項目の判断基準に関するガイドライン 

 
 
 

「「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」の全部

改正について」の別添４（平成26年 4月 1日付厚生労働省関係

三局長通知） 

◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項

目の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の

着眼点、評価基準の考え方と評価の留意点（保育所解説

版） 
 

保育所における第三者評価の改訂について（令和2年4月1日付

厚生労働省関係二局長通知）の別添1－2 

 

第三者評価共通評価基準ガイドライ

ン（保育所解説版） 
 
 

保育所における第三者評価の改訂につい

て（令和2年4月1日付厚生労働省関係二

局長通知）の別添1－1 

「「福祉サービス第三者評価事業に関する指

針について」の全部改正について」の別添３

（平成26年4月1日付厚生労働省関係三局長

通知） 
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福祉サービス評価基準 評価基準の解説 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【児童館】 
第三者評価共通評価基準ガイドライン

（児童館解説版） 
 
 
 
児童館における第三者評価基準ガイドライン

の全部改正について（令和2年9月3日付厚

生労働省関係二局長通知）添付資料 

 

  

 

【婦人保護施設】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【児童館】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【自立援助ホーム】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◇福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価

項目の判断基準に関するガイドライン（婦人保護施設版） 
◇評価基準の考え方と評価のポイント、評価の着眼点（婦人保

護施設版） 

 
婦人保護施設版の「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインに

おける各評価項目の判断基準に関するガイドライン」及び「福祉

サービス内容評価基準ガイドライン」等について（平成 18 年 6

月 13 日付厚生労働省関係二課長通知）の別紙1及び別紙1の別

添 

◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 
判断基準、評価の着眼点、評価基準の考え方と評価の留

意点（児童館解説版） 

児童館における第三者評価基準ガイドラインの全部改正につい

て（令和2年9月3日付厚生労働省関係二局長通知）の別添1-2 

◇福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価

項目の判断基準等＜自立援助ホーム（児童自立生活援助事

業）版＞ 

 
「児童自立生活援助事業並びに小規模住居型児童養育事業に係

る「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価項

目の判断基準等について」及び「福祉サービス内容評価基準ガイ

ドライン」等について」（平成 22 年３月 30 日付厚生労働省関係

二課長通知）の別紙１ 
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福祉サービス評価基準 評価基準の解説 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【高齢者福祉サービス事業所等】 
第三者評価共通評価基準ガイドライン

（高齢者福祉サービス解説版） 
 
 
「高齢者福祉サービス事業所等における第三

者評価の実施について」の一部改正について

（令和2年3月31日付厚生労働省関係二局長

通知）の別添1－1 

 

  

 
【救護施設】 
第三者評価共通評価基準ガイドライン

（救護施設解説版） 
 
 
救護施設における第三者評価の実施について

（平成30年9月20日付厚生労働省社会・援

護局長通知）の別添1－1 

  

 
【放課後児童健全育成事業】 
第三者評価共通評価基準ガイドライン

（放課後児童クラブ解説版） 
 
 
 
放課後児童健全育成事業における第三者評価

基準ガイドラインついて（令和3年3月29

日付厚生労働省関係二局長通知）の別添1－1 

  
 

【ファミリーホーム】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【高齢者福祉サービス事業所等】 

◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（高齢者福祉サービ

ス解説版） 
「高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価の実施につい

て」の一部改正について（令和2年3月31日付厚生労働省関係二局

長通知）の別添1－2 

 

  

 
【救護施設】 
◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（救護施設解説版） 
 
救護施設における第三者評価の実施について（平成 30 年 9 月 20 日

付厚生労働省社会・援護局長通知）の別添1－2 

 

  

 
【放課後児童健全育成事業】 
◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（放課後児童クラブ

解説版） 
 
放課後児童健全育成事業における第三者評価基準ガイドラインつい

て（令和3年3月29日付厚生労働省関係二局長通知）の別添1－2 

 

  

 
 

 

◇福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価

項目の判断基準等＜ファミリーホーム（小規模住居型児童養

育事業）版＞ 

 
「児童自立生活援助事業並びに小規模住居型児童養育事業に係

る「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価項

目の判断基準等について」及び「福祉サービス内容評価基準ガイ

ドライン」等について」（平成 22 年３月 30 日付厚生労働省関係

二課長通知）の別紙２ 
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２ サービス種別毎の付加基準（上記１掲げる評価基準に付加するもの） 
 

(1) 障害者・児福祉サービス事業所等 
福祉サービス評価基準 評価基準の解説 

 

第三者評価内容評価基準ガイドライン（障害

者・児福祉サービス版） 
 

 

「障害福祉サービス事業所等における第三者評価

の実施について」の一部改正について（令和 2 年 3

月31日付厚生労働省関係局長・部長通知）の別添2

－1 

 
  

 

 
◇第三者評価内容評価基準ガイドラインにおける各評価項目の

判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼点、評

価基準の考え方と評価の留意点（障害者・児福祉サービス版） 

 

「障害福祉サービス事業所等における第三者評価の実施について」の

一部改正について（令和 2 年 3月 31 日付厚生労働省関係局長・部長

通知）の別添2－2 

 
 

 
(2) 保育所 

福祉サービス評価基準 評価基準の解説 
 
第三者評価内容評価基準ガイドライン（保育所

版） 
 
 

 
◇第三者評価内容評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼点、

評価基準の考え方と評価の留意点（保育所版） 

 

   
 
 
 
 

 
(3) 婦人保護施設 

福祉サービス評価基準 評価基準の解説 
 
福祉サービス内容評価基準ガイドライン（婦人保

護施設版） 
 

 
◇評価基準の考え方と評価のポイント、評価の着眼点 

（婦人保護施設版） 

 

   
 
 
 
 
 
 
 

 

保育所における第三者評価の改訂について（令和2

年4月1日付厚生労働省関係二局長通知）の別添2

－1 

 

保育所における第三者評価の改訂について（令和2年4月1日付厚

生労働省関係二局長通知）の別添2－2 

婦人保護施設版の「福祉サービス第三者評価基準

ガイドラインにおける各評価項目の判断基準に関

するガイドライン」及び「福祉サービス内容評価

基準ガイドライン」等について（平成18年6月13

日付厚生労働省関係二課長通知）の別紙２ 

 

婦人保護施設版の「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにお

ける各評価項目の判断基準に関するガイドライン」及び「福祉サー

ビス内容評価基準ガイドライン」等について（平成18年6月13日

付厚生労働省関係二課長通知）の別紙２の別添 
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(4) 児童館 
福祉サービス評価基準 評価基準の解説 

 
第三者評価共通評価基準ガイドライン（児童館版） 
 
 
 
 

 
◇第三者評価共通評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点 

（児童館版） 

 

   
 
 
 

 
(5) 自立援助ホーム 

福祉サービス評価基準及び解説 
 
福祉サービス内容評価基準ガイドライン＜自立援助ホーム（児童自立生活援助事業）版＞ 
 

 
(6) ファミリーホーム 

福祉サービス評価基準及び解説 
 
福祉サービス内容評価基準ガイドライン＜ファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）版＞ 
 

 
(7) 高齢者サービス事業所等 

福祉サービス評価基準 評価基準の解説 
 

第三者評価内容評価基準ガイドライン（高齢者

福祉サービス版） 

 

 

 

「高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価の

実施について」の一部改正について（令和 2 年 3 月 31

日付厚生労働省関係二局長通知）の別添2－1 

 
 

 
◇第三者評価内容評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（高齢者福祉サービ

ス版） 

 

「高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価の実施につい

て」の一部改正について（令和2年3月31日付厚生労働省関係二

局長通知）の別添2－2 

 
 

 
 

児童館における第三者評価基準ガイドラインの全部

改正について（令和2年9月3日付厚生労働省関係

二局長通知）添付資料 

児童館における第三者評価基準ガイドラインの全部改正について

（令和2年9月3日付厚生労働省関係二局長通知）の別添2-2 

 

「児童自立生活援助事業並びに小規模住居型児童養育事業に係る「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価

項目の判断基準等について」及び「福祉サービス内容評価基準ガイドライン」等について」（平成 22 年３月 30 日付厚生労働

省関係二課長通知）の別紙３ 

「児童自立生活援助事業並びに小規模住居型児童養育事業に係る「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価

項目の判断基準等について」及び「福祉サービス内容評価基準ガイドライン」等について」（平成 22 年３月 30 日付厚生労働

省関係二課長通知）の別紙４ 
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(8) 救護施設 
福祉サービス評価基準 評価基準の解説 

 

第三者評価内容評価基準ガイドライン（救護施

設版） 

 

 

救護施設における第三者評価の実施について（平成 30

年 9月 20日付厚生労働省社会・援護局長通知）の別添

2－1 

 
 

 
◇第三者評価内容評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（救護施設版） 

 

救護施設における第三者評価の実施について（平成 30 年 9 月 20

日付厚生労働省社会・援護局長通知）の別添2－2 

 
 

 
(9) 放課後児童健全育成事業 

福祉サービス評価基準 評価基準の解説 
 

第三者評価内容評価基準ガイドライン（放課後

児童クラブ版） 

 

 

 

放課後児童健全育成事業における第三者評価基準ガイ

ドラインついて（令和3年3月29日付厚生労働省関係

二局長通知）の別添2－1 

 
 

 
◇第三者評価内容評価基準ガイドラインにおける各評価項目

の判断基準に関するガイドライン 判断基準、評価の着眼

点、評価基準の考え方と評価の留意点（放課後児童クラブ

版） 

 

放課後児童健全育成事業における第三者評価基準ガイドラインつ

いて（令和3年3月29日付厚生労働省関係二局長通知）の別添2

－2 
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（別記２） 

岩手県福祉サービス第三者評価の結果 

①第三者評価機関名 

 

 

②施設・事業所情報 

名称： 種別： 

代表者氏名： 定員（利用人数）：        名 

所在地：                        

TEL： ホームページ： 

【施設・事業所の概要】 

 開設年月日 

 経営法人・設置主体（法人名等）： 

 職員数 常勤職員：        名 非常勤職員        名 

 専門職員 （専門職の名称）     名  

  

  

 施設・設備

の概要 

（居室数） （設備等） 

  

 

③理念・基本方針 

 

 

 

 

④施設・事業所の特徴的な取組 

 

 

 

 

 

 

⑤第三者評価の受審状況 

 評価実施期間 

 

   年 月 日（契約日） ～ 

   年 月 日（評価結果確定日） 

 受審回数（前回の受審時期）       回（     年度） 
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⑥総評 

◇特に評価の高い点 

 

 

 

 

 

 

◇改善を求められる点 

 

 

 

 

 

 

 

⑦第三者評価結果に対する施設・事業所のコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧第三者評価結果 

  別紙の「第三者評価結果」に記載している事項について公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

14 
 

 

（別紙） 

第三者評価結果 

※すべての評価細目（45 項目）について、判断基準（a・b・

cの 3段階）に基づいた評価結果を表示する。 

※評価細目毎に第三者評価機関の判定理由等のコメントを記

述する。 

 評価対象Ⅰ 福祉サービスの基本方針と組織 

Ⅰ-１ 理念・基本方針 

 第三者評価結果 

Ⅰ-１-（１） 理念、基本方針が確立・周知されている。 

1 Ⅰ-1-（１）-① 理念、基本方針が明文化され周知が図られている。 a・b・c 

<コメント> 

 

 

Ⅰ-２ 経営状況の把握 

 第三者評価結果 

Ⅰ-２-（１） 経営環境の変化等に適切に対応している。 

2 Ⅰ-２-（１）-① 事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・

分析されている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

3 Ⅰ-２-（１）-② 経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めてい

る。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

Ⅰ-３ 事業計画の策定 

 第三者評価結果 

Ⅰ-３-(１) 中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。 

4 Ⅰ-３-(１)-① 中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されて

いる。 

a・b・c 

<コメント> 

 

5 Ⅰ-３-(１)-② 中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されてい

る。 

a・b・c 

<コメント> 
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Ⅰ-３-(２) 事業計画が適切に策定されている。 

6 Ⅰ-３-(２)-① 事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが組

織的に行われ、職員が理解している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

7 Ⅰ-３-(２)-② 事業計画は、利用者等に周知され、理解を促している。 a・b・c 

<コメント> 

 

 

Ⅰ-４ 福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組 

 第三者評価結果 

Ⅰ-４-(１) 質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。 

8 Ⅰ-４-(１)-① 福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行わ

れ、機能している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

9 Ⅰ-４-(１)-② 評価結果にもとづき組織として取組むべき課題を明確

にし、計画的な改善策を実施している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

評価対象Ⅱ 組織の運営管理 

Ⅱ-１ 管理者の責任とリーダーシップ 

 第三者評価結果 

Ⅱ-１-(１) 管理者の責任が明確にされている。 

10 Ⅱ-１-(１)-① 管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理

解を図っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

11 Ⅱ-１-(１)-② 遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っ

ている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅱ-１-(２) 管理者のリーダーシップが発揮されている。 

12 Ⅱ-１-(２)-① 福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に指

導力を発揮している。 

a・b・c 

<コメント> 
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13 Ⅱ-１-(２)-② 経営の改善や業務の実行性を高める取組に指導力を発

揮している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

Ⅱ-２ 福祉人材の確保・育成 

 第三者評価結果 

Ⅱ-２-(１) 福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。 

14 Ⅱ-２-(１)-① 必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計画

が確立し、取組が実施されている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

15 Ⅱ-２-(１)-② 総合的な人事管理が行われている。 a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅱ-２-(２) 職員の就業状況に配慮がなされている。 

16 Ⅱ-２-(２)-① 職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づく

りに取組んでいる。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅱ-２-(３) 職員の質の向上に向けた体制が確立されている。 

17 Ⅱ-２-(３)-① 職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。 a・b・c 

<コメント> 

 

18 Ⅱ-２-(３)-② 職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定され、

教育・研修が実施されている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

19 Ⅱ-２-(３)-③ 職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されている。 a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅱ-２-(４) 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。 

20 Ⅱ-２-(４)-① 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の教育・育成

について体制を整備し、積極的な取組をしている。 

a・b・c 

<コメント> 
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Ⅱ-３ 運営の透明性の確保 

 第三者評価結果 

Ⅱ-３-(１) 運営の透明性を確保するための取組が行われている。 

21 Ⅱ-３-(１)-① 運営の透明性を確保するための情報公開が行われてい

る。 

a・b・c 

<コメント> 

 

22 Ⅱ-３-(１)-② 公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組

が行われている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

Ⅱ-４ 地域との交流、地域貢献 

 第三者評価結果 

Ⅱ-４-(１) 地域との関係が適切に確保されている。 

23 Ⅱ-４-(１)-① 利用者と地域との交流を広げるための取組を行ってい

る。 

a・b・c 

<コメント> 

 

24 Ⅱ-４-(１)-② ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし

体制を確立している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅱ-４-(２) 関係機関との連携が確保されている。 

25 Ⅱ-４-(２)-① 福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、

関係機関等との連携が適切に行われている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅱ-４-(３) 地域の福祉向上のための取組を行っている。 

26 Ⅱ-４-(３)-① 地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われて

いる。 

a・b・c 

<コメント> 

 

27 Ⅱ-４-(３)-② 地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が

行われている。 

a・b・c 

<コメント> 
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評価対象Ⅲ 適切な福祉サービスの実施 

Ⅲ-１ 利用者本位の福祉サービス 

 第三者評価結果 

Ⅲ-１-(１) 利用者を尊重する姿勢が明示されている。 

28 Ⅲ-１-(１)-① 利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の理

解をもつための取組を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

29 Ⅲ-１-(１)-② 利用者のプライバシー保護等に配慮した福祉サービス

提供が行われている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅲ-１-(２) 福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。 

30 Ⅲ-１-(２)-① 利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報を

積極的に提供している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

31 Ⅲ-１-(２)-② 福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかり

やすく説明している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

32 Ⅲ-１-(２)-③ 福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり福

祉サービスの継続性に配慮した対応を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅲ-１-(３) 利用者満足の向上に努めている。 

33 Ⅲ-１-(３)-① 利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取組

を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅲ-１-(４) 利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。 

34 Ⅲ-１-(４)-① 苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能してい

る。 

a・b・c 

<コメント> 
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35 Ⅲ-１-(４)-② 利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利用

者等に周知している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

36 Ⅲ-１-(４)-③ 利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速に

対応している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅲ-１-(５) 安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。 

37 Ⅲ-１-(５)-① 安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスク

マネジメント体制が構築されている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

38 Ⅲ-１-(５)-② 感染症の予防や発生時における利用者の安全確保のた

めの体制を整備し、取組を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

39 Ⅲ-１-(５)-③ 災害時における利用者の安全確保のための取組を組織

的に行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

 

Ⅲ-２ 福祉サービスの質の確保 

 第三者評価結果 

Ⅲ-２-(１) 提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。 

40 Ⅲ-２-(１)-① 提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が文

書化され福祉サービスが提供されている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

41 Ⅲ-２-(１)-② 標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確立

している。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅲ-２-(２) 適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。 

42 Ⅲ-２-(２)-① アセスメントにもとづく個別的な福祉サービス実施計

画を適切に策定している。 

a・b・c 

<コメント> 
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43 Ⅲ-２-(２)-② 定期的に福祉サービス実施計画の評価・見直しを行っ

ている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ⅲ-２-(３) 福祉サービス実施の記録が適切に行われている。 

44 Ⅲ-２-(３)-① 利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切に

行われ、職員間で共有化さている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

45 Ⅲ-２-(３)-② 利用者に関する記録の管理体制が確立している。 a・b・c 

<コメント> 

 

 

 

 

Ⅳ サービス種別毎に付加される評価基準による  

（注１） 別途、岩手県福祉サービス第三者評価基準に規定するサービス種別毎の付加基準

に基づいて評価した結果を３段階（ a , b , c ）で示すこと。 

なお、判断基準については、「岩手県福祉サービス第三者評価基準」の評価基準の

解説欄に定めた通知に基づくこと。 

また、評価対象毎に第三者評価機関の判定理由等のコメントを記述すること。 

（注２） 表には評価項目の番号や評価細目の基準内容を明記し、評価分類毎に区分するこ

と。 

 


